
函館市水難救難所交付金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は，水難救難所の海難事故等発生時における自主的な

人命救助および財産保全のための活動等を促進するため，水難救難所

交付金（以下「交付金」という。）の交付に関し必要な事項を定め，

もって水難救護法（明治３２年法律第９５号）第１条の規定による本

市の救護業務に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において，水難救難所とは，本市の区域内に事務所を

置く水難救難所であって，公益社団法人北海道海難防止・水難救済セ

ンター定款第５条に規定する正会員をいう。

（交付金の額）

第３条 ４月１日（以下「基準日」という。）に存続する水難救難所に

交付する交付金の額は，１救難所につき年額８０，０００円（次項に

おいて「均等割の額」という。）および基準日における水難救難所員

数を別表左欄に掲げる区分に応じた同表右欄に掲げる額（次項におい

て「所員数割の額」という。）で算出した額の合計額とする。

２ 年度の中途において新たに設立された水難救難所に交付する交付金

の額は，均等割の額および当該水難救難所が設立された日（以下「設

立日」という。）における所員数割の額の合計額に，設立日から交付

金を交付する年度の３月３１日までの日数を乗じ，３６５日（閏年に

あっては，３６６日）で除して得た額とする。この場合において，そ

の額に１円未満の端数を生じたときは，その端数を切り捨てるものと

する。

（水難救難所の解散等に伴う交付金の額の変更）

第４条 交付金の交付の決定を受けた水難救難所が当該年度の中途にお

いて解散または分割した場合における解散した水難救難所または分割

前の水難救難所に交付する交付金の額は，前条第１項の規定に基づき

算出した額に基準日（年度の中途において新たに設立された水難救難

所にあっては，設立日）から解散または分割した日の前日までの日数



を乗じ，３６５日（閏年にあっては，３６６日）で除して得た額に変

更するものとする。この場合において，その額に１円未満の端数を生

じたときは，その端数を切り捨てるものとする。

（水難救難所員数）

第５条 第３条に規定する水難救難所員数は，公益社団法人北海道海難

防止・水難救済センターの名簿に登載された水難救難所の所員の人数

とする。

（水難救難所員数の申告）

第６条 交付金の交付を申請しようとする水難救難所は，市長の指定す

る期日までに，水難救難所員数申告書（別記第１号様式）を市長に提

出しなければならない。

（交付金の交付申請）

第７条 前条の水難救難所員数申告書を提出した水難救難所は，市長か

ら交付金の交付に関し，通知があったときは，水難救難所交付金交付

申請書（別記第２号様式）および次の各号に掲げる書類を市長に提出

しなければならない。

(1) 事業計画書またはこれに類する書類

(2) 収支予算書またはこれに類する書類

(3) 水難救難所規約またはこれに類する書類（水難救難所規約を変更

した水難救難所または新たに設立された水難救難所に限る。）

(4) その他市長が必要と認める書類

（交付金の交付）

第８条 市長は，交付金の交付の決定をしたときは，交付金の交付の条

件等を付した指令書（別記第３号様式）を前条の申請をした水難救難

所に交付するものとする。

２ 前項の指令書の交付を受けた水難救難所は，速やかに交付金の交付

の条件等の全文を記載した請書を市長に提出しなければならない。

３ 交付金は，前項の請書の提出を確認した後に交付するものとする。

この場合において，交付金は，前金払で交付する。

（事業実績等の報告）



第９条 交付金の交付を受けた水難救難所は，交付金の交付を受けた年

度終了後において，当該年度の事業実績および収支決算を確定させ，

速やかに次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

(1) 事業実績書またはこれに類する書類

(2) 収支決算書またはこれに類する書類

(3) その他市長が必要と認める書類

（決定の取消し）

第10条 市長は，水難救難所が，第８条第１項に規定する指令書に付し

た交付金の交付の条件等またはこの要綱の規定に違反したときは，交

付金の交付の決定の全部または一部を取り消すことができるものとす

る。

（交付金の返還）

第11条 市長は，第４条の規定による交付金の額の変更または前条の規

定による交付金の交付の決定の全部または一部の取消しをした場合に

おいて，既に交付金の交付がされているときは，期限を定め，その額

と変更後または取消し後の額との差額の返還を命ずるものとする。

（延滞金）

第12条 水難救難所は，前条の規定により交付金の返還を命ぜられ，こ

れを納期日までに納付しなかったときは，納期日の翌日から納付の日

までの日数に応じ，その未納付額（その一部を納付した場合における

その後の期間については，当該納付した金額を控除した額）につき年

１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければ

ならない。

（他の補助金等の一時停止等）

第13条 市長は，水難救難所が交付金の返還を命ぜられ，当該交付金ま

たは延滞金の全部または一部を納付しない場合において，当該水難救

難所に対して交付すべき他の補助金等があるときは，当該交付すべき

補助金等の交付を一時停止し，または当該交付すべき補助金等と返還

を命ぜられた交付金または延滞金の未納付額とを相殺することができ

るものとする。



（関係書類の備付け）

第14条 水難救難所は，当該水難救難所が交付金の交付を受け実施した

事業について，帳簿その他の関係書類を備え，これを整理しておかな

ければならない。

２ 前項の帳簿その他の関係書類については，交付金の交付を受けた年

度の翌年度の初日から５年間保存しなければならない。

附 則

この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，令和 ３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，令和 ４年４月１日から施行する。



別表（第３条関係）

基準日または設立日における
所員数割の額

水難救難所員数区分

水難救難所員 ５０人以上 ８０，０００円

水難救難所員 ５０人未満 ５０，０００円



別記第１号様式（第６条関係）

水難救難所員数申告書

年 月 日

函館市長 様

（水難救難所の住所）

申請者 （水難救難所名）

（所長名）

このことについて， 年 月 日現在の当水難救難所の

所員数を申告いたします。

水難救難所員数 人



別記第２号様式（第７条関係）

水難救難所交付金交付申請書

年 月 日

函館市長 様

（水難救難所の住所）

申請者 （水難救難所名）

（所長名）

このことについて，当水難救難所に対する水難救難所交付金の交付

を受けたいので，函館市水難救難所交付金交付要綱第７条の規定に基

づき，下記のとおり関係書類を添えて申請いたします。

記

１ 水難救難所交付金交付申請額 円

２ 関係書類 別添のとおり



別記第３号様式（第８条関係）

指 令 書

函農水指令

（水難救難所の住所）

（水難救難所名）

（所長名） 様

年 月 日付けで申請のあった 年度の水難救

難所交付金については，次のとおり交付する。

ただし，次の条件を守らなければならない。

年 月 日

函館市長

１ この交付金は，海難事故等発生時における人命救助および財産保

全のための活動等に資する事業以外の目的に使用してはならない。

２ この交付金の交付の決定を受けた水難救難所は，交付金の交付決

定の内容を変更しようとするときは，あらかじめその承認を受けな

ければならない。

３ この交付金の交付を受けた水難救難所は，交付金の交付を受けた

年度の翌年度の４月末日までに事業実績書および収支決算書または

これに類する書類を提出しなければならない。

４ この交付金の使途については，必要に応じて調査し，または報告

を求めることがある。

５ 交付金交付の条件に違反したときは，交付金の交付決定を取り消

し，または交付した交付金の全部もしくは一部の返還を命ずること

がある。

６ 交付金の交付予定期日および交付額は，次のとおりである。

交付予定期日 年 月 日

交付額 円

７ 本指令書受領後速やかに上記全文を記載した請書を提出すること。


